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３．家庭用分野

 対策の導入量について(家庭用分野)

各種の導入量は、市場の実情を踏まえた設定が必要

ロードマップにおける高効率給湯器導入量4,150万台～5,100万台[2020年]

住宅の種別毎に導入数を推定すると、全ての住宅においてほぼ１００％の導入が必要

既築住宅には、設置スペース等の設置性の障壁あり１００％導入は困難

20202020年までの導入対象数と根拠年までの導入対象数と根拠 導入率導入率 既存ストック既存ストック 最大導入数最大導入数

新

 築
戸建 40万戸(新築戸数)×11(年間) １００％ ーーー ４４０万戸

集合 45万戸(新築戸数)×11(年間) １００％ ーーー ５００万戸

既

 築
戸建 2750万戸(住宅数)÷17年(入替)×11(年間) １００％ ３５０万戸 ２１００万戸

集合 2060万戸(住宅数)÷17年(入替)×11(年間) １００％ １３０万戸 １４６０万戸

合計 ４５００万戸

・既築の給湯器入替サイクルは１７年として試算

(2008年実績の住宅件数と当社給湯器販売データより当社試算)

・既築住宅戸数は2005年国勢調査、新築戸数は2008年実績。

（例）高効率給湯器導入量について
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燃料電池(エネファーム)に太陽光を組み合わせ、さらに環境性を高めたシステム

 「ダブル発電」は、エネファーム販売初年度実績１４百台のうち、４０％強を占める

３．家庭用分野

 ダブル発電

系統電力

電力

廃熱

太陽光発電

都市ガス

エネファーム

販売台数（09年度）

１，４１２

(内)ダブル発電 ６１５

（ｔ-CO2）

0

5.4
2

4

6

2.5
2.0

従来システム

約63%削減

× ×

環境性（年間CO2排出量）

約54%削減

出典：当社カタログ
データより



22

ガス、電気、水道の使用量を毎時自動計測し、リモコンに表示
使用量・使用時間帯・外気温などの情報を分析、当社データーベースとの比較を行

 い、省エネアドバイスをメールなどで提供

 

スイッチングHUB 

ルーター 

パソコン電力測定ユニット

給湯暖

房機

IPアダプター
パルス発信機能付 

メーター 

分電盤
ネット 

アダプター 

エネルックリモコン

ＯＧサーバー

インターネット 

住戸内HUB

３．家庭用分野

 エネルギーの「見える化」サービスを今秋開始予定

ガスと水道はスマートメーター経由で、
電気は分電盤に計測ユニットを設置し使用量を計測
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太陽

 
光発

 
電

床暖房

直流配電

LED照明
換気扇

３．家庭用分野

 スマートエネルギーハウス

太陽光発電

蓄電池

燃料電池

燃料電池、太陽光発電、蓄電池を組合わせた熱と電気の最適利用を追及

貯湯槽

受水槽

中容量SOFC

 
（数十kWクラス）

排ガス余熱

電力供給

蓄熱型

 

給湯暖房機

蓄電池

集合住宅

エネルギーＨＵＢ

戸 建 集 合

太陽光発電

蓄電池

燃料電池

①燃料電池・太陽光発電

 
・蓄電池の最適制御

②デマンドサイド

 
マネジメント技術

③燃料電池排熱の有効

 
利用 ④直流活用技術



４．エネルギー基本計画との整合
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４．エネルギー基本計画との整合

 熱分野のＣＯ２

 

削減対策の反映

①３つのＥ（環境性、エネルギーの安定供給、経済効率性）の視点が重要
②熱分野のＣＯ2

 

削減対策として、燃料電池・コージェネレーションの普及を適切

 に織込むことが必要

部部

 
門門 項目項目 中長期ロードマップ中長期ロードマップ(2020(2020年真水▲年真水▲25%25%ｹｰｽ）ｹｰｽ） エネルギー基本計画案エネルギー基本計画案

家

 
庭

 
部

 
門

高効率
給湯器
の普及

・潜熱回収型給湯器

 
2,560万台

・家庭用高効率給湯器全世帯に普及
（除く単身世帯）

・電気ヒートポンプ給湯器

 
1,640万台 ヒートポンプ給湯器の導入促進

・太陽熱温水器

 
1,000万台

・家庭用燃料電池の更なる普及導入支

 援と技術開発

産

 
業

 
部

 
門

天然
ガス
関連
対策

・低炭素エネルギーへのシフト

・高性能工業炉高性能ボイラーの導入

・天然ガスへの燃料転換
ガス比率5割以上増加＠2020年、倍増＠2030年

・コージェネ導入促進（800万ｋＷ：現状比5割

 以上増加＠2020年、倍増＠2030年）

「中長期ロードマップ」と「エネルギー基本計画」との比較



＜参考＞大阪ガスの環境面での取り組み
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＜参考＞大阪ガスの環境面での取り組み

 バイオガスのオンサイト利用

① ビール・食品工場を中心に、バイオガスの利用促進に取組んできた
② 今後もさらなる利用拡大のため各種技術開発を推進

ビール工場 下水処理場清掃工場食品工場

当社のバイオガス製造技術

主なバイオガス

 
オンサイト利用事例

ＮＥＸＴ２１
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＜参考＞大阪ガスの環境面での取り組み

 バイオガスの導管買取〔神戸市の例〕

神戸市東灘処理場

消化ガス発生・精製

ガス導管

買取量：約80万ｍ3/年

 
（一般家庭約2,000件分）

自動車燃料

都市ガス供給用

需要家

都市ガス成分への調整

余剰ガスの供給

 を受ける
都市ガスと同水準

 まで精製・熱調

下水処理場から発生する余剰ガスを都市ガス導管で購入し、需要家に供給する

 実証事業に取組む

 
（2010年度

 
実施予定）

下水汚泥

バイオガスを導管で

 受入れ、ガス供給

市営バス等

バイオガス

下

 
水
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＜参考＞大阪ガスの環境面での取り組み

 集合住宅におけるバイオガス利用

〔ディスポーザー〕

《スクリーン》 《メタン発酵槽》 《超高温可溶化槽》 《ＵＡＳＢ》

①固形物と排水に分離①固形物と排水に分離

②固形物の

 バイオガス化

 

②固形物の

 バイオガス化

④排水中有機物

 のバイオガス化

 

④排水中有機物

 のバイオガス化

《ガスホルダー》

《ガスエンジン》都市ガス

生ごみ・排水

【ＮＥＸＴ２１】

分離スクリーン
超高温可溶化槽 メタン発酵槽 ＵＡＳＢ

ガスホルダー

①分離 ②固形物 ③発酵残渣

④排水

③発酵残渣の超

 高温可溶化

 

③発酵残渣の超

 高温可溶化

大規模集合住宅などで生ゴミからのバイオガス発生・利活用を実証
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＜参考＞大阪ガスの環境面での取り組み

 生分解性ごみ袋の開発

目 的目目

 
的的

ごみ袋の分別を不要とし、生ごみのバイオガス化を促進

開発システム開発システム開発システム

生分解性ごみ袋で無分別の生ごみをバイオガス化。超高温可溶化によりメタン発酵プロセス

 を簡素化、残渣の完全リサイクル化を実現。

生分解性ごみ袋

生分解性ごみ袋分解性能

メタン発酵処理の適用により、分別が不要となる生分解性ごみ袋の開発
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＜参考＞大阪ガスの環境面での取り組み

 ＡＡＴＧプロセスを用いた洋上随伴ガスの有効活用

新しい合成ガス製造プロセスＡＡＴＧにより、廃棄されている膨大な原油随伴ガス

 を液体燃料に改質することで、資源化・省ＣＯ２

 

を実現

AATG：Advanced Auto Thermal Gasification
GTL

 

：

 

Gas

 

To

 

Liquid

世界のフレアガス量：約1,500億m3/年

 （世界原油消費量の8日分に相当）

出所：www.modec.com

これまでは未活用、廃棄処分

未利用エネルギーを資源化

フレアリング起因の

 
約３億t‐CO

 

2

 

/年を削減

 

フレアリング起因の

 
約３億t‐CO2

 

/年を削減
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＜参考＞大阪ガスの環境面での取り組み

 炭鉱メタンガスの有効活用

 

メタン選択性
吸着剤を活
用した吸着塔

従来、メタン濃度３０％以下の炭
鉱メタンは有効利用されずに大
気に放散されていた 

酸素・窒素 

濃縮後ガス 

メタン濃度約４８％

ガスエンジン発電機 

ガスボイラー

 
 

事前抽出により掘削  

フロントへの噴出を防止

ＣＭＭ 

メタン濃度 約２１％ 

従来は大気に放散されていた石炭採掘に伴う低濃度メタンを、当社の吸着技術

 により高濃度化・活用し、資源化・省ＣＯ２

 

の実現に向けて実証試験を実施
（メタンの地球温暖化係数はＣＯ２

 

の約20倍）

炭鉱メタン（ＣＭＭ）濃縮システムフロー 「低濃度ＣＭＭの有効利用に向けた

 メタン濃縮技術の開発」実証試験

名称 阜新炭鉱

石炭生産量 600万ｔ/年

ガス回収量 5,400万m3/年

【炭鉱の概要】

ＮＥＤＯ「提案公募型開発支援研究協力

 事業」により、2007～2008年度に実施

電気供給

熱供給

ｶﾞｽﾎﾞｲﾗｰ

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ発電機
ｶﾞｽﾀﾝｸ

真空ﾎﾟﾝﾌﾟ

大気放散

石炭
メタンガス

放散されている炭鉱メタン

３.８億t‐CO2

 

/年・世界
（ＣＯ２

 

削減▲25%(4億t-CO2

 

)）
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＜参考＞世界の低炭素社会構築への貢献／経済成長

 省エネ機器の海外展開（１）

アメリカ

・

 

大半の家庭では、熱効率が低い（59～62％）貯湯式給湯器

 
（タンク付）が使用されている

・

 

全米の貯湯式利用6,000万世帯におけるエネルギーロスは

 
莫大で､効率を約25％改善でき、『湯切れ』の心配が無いガ

 
ス瞬間式給湯器の成長が期待されている

エネルギー省がガス瞬間式給湯器に省エネラベルを認定

従来の貯湯式から高効率給湯器への転換を推奨し、
2009年1月より補助金制度を開始

代表的ガス機器である瞬間式給湯器も海外ではトップランナーであり、日本で磨

 かれた技術で海外の省エネ・省ＣＯ２

 

に貢献

ブラジル



 

PROCEL（国家電気エネルギー節約プログラム）におけるラベリング制度の

 対象商品に認定

・

 

ブラジル設置業者協議会（Sindinstalacao）より、給湯器部門で最優秀賞受賞
・

 

「Casa&Mercado

 

（ブラジルの業界誌）」の給湯ブランドアンケートで1位、“TOP

 

OF

 

THE

 

MIND”を受賞

「リンナイ株式会社」様の事例（同社HPより当社作成）

エネルギー効率大賞受賞
＜ASE‐アメリカ省エネ推進機構＞

 
（日系ではトヨタに次いで2番目）

給湯器の連結利用例
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＜参考＞世界の低炭素社会構築への貢献／経済成長

 省エネ機器の海外展開（２）

日本の家庭用コージェネがＣＨＰ法等の普及支援策が整備された海外市場へ

アメリカ

レーションシステムの開発を行う

 
ことを基本合意。

ドイツ政府は、2009年1月より施

 
行されたＣＨＰ法を背景にコージェ

 
ネレーションシステムの普及促進を

 
図っており、同システムの発電量

 
を2020年迄に総電力の25％に

 
増やすことを目指している。

欧州

ＣＨＰ：Combined Heat and Power

 

（コージェネレーションと同義）
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以 上


